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⒈ 論文の構成 
 
 本研究「中国社会主義国家と労働組合――中国型協商政治体制の形成過程――」は、二
回にわたる合同論文指導をへて 2005 年 11 月 25 日に政治学研究科に学位請求論文として
提出され、同年 12 月 13 日に正式に受理されたものである。ちなみに本研究は、申請者が
教職（明治大学政治経済学部専任講師・助教授）のかたわら、2001 年 4 月以降、政治学
研究科の博士課程学生として早稲田大学で行なった 5年間の研究成果を中心とするもので
ある。全文 307 頁（400 字詰め概算 1100 枚相当）のうち、本文 294 頁、参考文献 13 頁で
ある。注は各章末に付されている。構成は次のとおりである。  
 
序章   中国型政治協商体制と労働組合  
  1. 研究視角と課題  
  2. 労働組合と労働者参加の諸類型  
  3. 既存の研究・アプローチ  
  4. 全体の構成  
 
第 1 章   初期社会主義段階における労働組合の思想的位置  
  1. 建国初期の労働組合（工会）をめぐる言説  
  2. 第一次工会論争（1950-51 年）  
  3. 第二次工会論争（1957-58 年）  
  4. 論争の清算（1979-81 年）  
 
第 2 章   中国社会主義における労働組合と労働競争の意味  
  1. 建国初期の労働競争  
  2.「四つの現代化」と労働競争  
  3. 経済体制改革と労働競争  
 
第 3 章   政治体制改革と集団的民主化の模索  
  1. 経済体制改革と企業指導体制の再建  
  2.「党の指導」下の経済体制改革と工会  
  3. 経済体制改革の深化と工会改革への胎動  
 
第 4 章   政治体制改革の全面的展開と集団的民主化の挫折  
  1. 政治体制改革の本格化と伝統への回帰  
  2. 労働制度改革と工会  
  3. 政治体制改革の全面的展開と工会  
  4. 天安門事件に至る政治過程と工会  
 
第 5 章   中国のコーポラティズムと労働組合  
  1. コーポラティズム形成にいたるまでの前史  
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  2. 国家コーポラティズムの形成と展開  
  3. 社会コーポラティズムと国家コーポラティズムとのせめぎあい  
  4. 社会コーポラティズムへの本格的胎動  
  5. 中国の党＝国家とコーポラティズム  
 
終章   中国型政治協商体制論—--工会を中心にして  
  1. 毛沢東時代の「党政不分」と政治協商体制  
  2. 鄧小平時代の「党政分業」と政治協商体制  
  3. 趙紫陽時代の「党政分離」と政治協商体制  
  4. ポスト天安門事件時代の「党政分業」と政治協商体制  
 
参考文献  
 
⒉ 論文の概要 
【問題の設定】  本研究は、中国の政治体制を担うアクターを、①国家的アクター:国家・
党・軍隊という国家レベルの三つのアクターからなるトリアーデ、②国家的サブアクター:
全国人民代表大会、その下部組織としての行政・司法機関（国務院、最高人民法院、人民
検察院等）、③社会的サブアクター:政治協商体制を形成する人民団体、大衆団体（政治協
商会議、総工会、共青団、婦女連合会、民主党派）の三層に分類し、中国の政治システム
が、それら三層のアクターからなるトータルな政治社会構造の一部を構成しているという
仮説を設定し、その構造、とくに第三層について労働組合（本論文では工会と称する）に
焦点を当てて解明しようとする果敢な試みである。  
これまでの現代中国政治研究では、国民党勢力や民主党派を政権内部に取り込む統一
戦線として政治協商会議ないし政治協商体制が問題にされることはあっても、トータルな
政治社会構造論として政治協商体制が論じられることは国内外でもほとんどなかった。本
論文はその空白を埋める、文字通りの労作である。具体的には、中国の政治協商体制にお
いて重要な役割を演じている代表的社会的サブアクターである労働組合の政治的・思想的
機能を明らかにすることで、現代中国 50 年間の政治協商体制をめぐる政治構造の全体像
に迫ろうとしている。  
【第１章】  1950 年代、2 回あった労働組合論争をめぐる政治・経済的な背景、その具
体的展開を追うことで、ソ連での労働組合論争における主な論点と比較しながらその思想
的位置を確定する。導かれたのは、第一に、中国では、「公私の利益」をめぐる対立をいか
に国家と社会(労働者)との関係において解決するかという問題が第一義的であり、労働組
合の党からの独立を第一義的に追求したソ連の 1920 年代の論争とはきわだった違いを示
している、第二に、政治協商会議が党指導下の人民代表大会に従属しサブアクターに転落
してからは、党から相対的に独立していた企業と労働組合との間における二元的管理シス
テムは終止符が打たれる、という点である。  
なお李立三・頼若愚などに代表される社民的労働組合論は、現代中国において数少ない、
そして夭折した社会コーポラティズムへの営為の一つとして位置づけられる。 
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【第 2 章】では、現代中国の労働組合運動の基調が＜生産－生活－生産＞を基本サイク
ルとする生産第一主義にあったという仮説に立ち、1950 年代初期、80 年代半ば、80 年代
後半の労働競争キャンペーンと労働組合の役割を、「労働競争」と近代化という視角でとら
え直している。本章は、生産第一主義こそ国家が労働組合に課した崇高なる任務であり、
労働組合もそれを支持し支えてきた点を実証することで、国家/社会という二項対立のなか
で後者の代表として労働組合を措定する西側の研究に鋭い異議申し立てを行なう。  
本章ではさらに、党＝国家が正当性の危機に直面すると労働競争が強調される事実に着
目し、社会主義中国では生産と権力が一体化していたため支配の正当性を揺るがせる社会
的変動で生産と権力が分離されそうになると、党＝国家は全国総工会を通じて労働競争を
発動し、支配の正当性を回復してきたと分析し、体制維持・強化のため労働組合が果たし
てきた積極的・消極的機能を浮かび上がらせる。  
【第 3 章】 1980 年代前半を政治改革模索期とみなし、自主権の拡大と「党＝国家体制」
の維持という「宿命的ジレンマ」のなかで労働組合と労働者代表大会が揺らぐ状況を描く。
本章では、経済改革が、党＝国家システムとも抵触しうる企業ガバナンスの改革（部分的
政治改革）と連動する形で進められたことに特徴があるとされ、企業自主権の拡大と企業
管理改革についての 15 のケース・スタディーでそれを検証している。しかし、その中で推
進された労働組合改革は、上から恩恵として与えられた民主化、つまり、個人に代わって
集団が担う「集団的民主主義」の推進にほかならなかった、というのが本章の結論である。 
 【第 4 章】では、1980 年代後半の民主化を経て天安門事件へと至るプロセスで、「集団
的民主化」において労働組合が果たした役割を検討する。本章が焦点を当てるのは、労働
組合の政治過程参加の制度化（1985 年）と第 13 回党大会（1987 年）における「党組」の
廃止および協議対話の制度化であり、「制度的多元主義」への試みとして位置づけられる。 
労働組合の政策決定プロセスについてとくに注目されるのは、すでに党中央の承認を得
ていた破産法や企業法につき、「国営企業の労働者の労働条件に大きな影響を及ぼしうる」
という理由で労働組合が反対意見を提出し、施行を延期させたという事実の発掘である。
また、民主化論調が高まるなか、労働組合自らが「社会政治集団としての再生」をめざす
「工会改革」を行なおうとした試みが解明されている。新事実の発掘である。  
【第 5 章】では、中華全国総工会が国家と社会との間の媒介者として果たしてきた役割
を中心に、コーポラティズム概念を援用しつつ、現代中国での労使関係、労働運動を再検
証する。その結果、労使関係の制度変更はいくつかあったが、一貫して「円環のなかで周
期的に動く力学をともなった共産党国家コーポラティズムというモデル」（A・チャン）の
内部で展開してきており、社会コーポラティズムの様相を一時呈したものの、国家コーポ
ラティズムの基本枠組から外に出たことはこれまで一度もなかった、との結論が導かれる。
本章によれば、正当性が党＝国家側により多く付与されるとき国家コーポラティズムに傾
き、非国家団体(集団)の権利・利害の側に配分されたとき社会コーポラティズム的運動体
として出現することとなった。  
  また本章では、中国の国家コーポラティズムがその権威主義的・従属的な性格ゆえに、
「新伝統主義」（A. ウォルダー）をもつ、アジア的バイアスがかかった「東アジア型コー
ポラティズム」と言いうるという重要な問題提起がなされている。  
【終章】 1950 年代から 50 年間、労働組合を素材にして国家/社会関係を分析してきた結
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果、本研究の【第一の論点】は、中国社会主義における政治体制は一貫して党・国家・軍
による三位一体の体制であり、その中で労使関係は「円環のなかで周期的に動き力学をと
もなった共産党国家コーポラティズムというモデル」内で動いており、国家コーポラティ
ズムの基本枠組みから外に出たことは一度もない、という点である。  
【第二の論点】は、にもかかわらず、党政不分－党政分業－党政分離と揺れ動いたよう
に、国家/社会関係に一定の、だが重要な変化を見て取ることができる、というものである。  
一つの例証は、「新民主主義という名の多元的政治協商体制」をとった 1950 年代前半、
企業と労働組合が党から相対的に独立して「社会コーポラティズム的な二元システム」が
でき、労働組合は労働者の権利体であるとする論にも一定の言説空間が与えられた。  
次の例証が 1978 年から政治協商制度を復活させ、労働組合運動を政治協商体制という
多元的アリーナの上に再配置した鄧小平の改革である。だがそれも、「四つの基本原則」が
示す通り、党＝国家体制を維持しながら政治協商体制が政治体制を補完するものとして取
り入れられた点で、国家コーポラティズムからの脱却を意味しなかった、労働組合はむし
ろ反権力勢力に対する「緩衝器」の役割を果たした、と指摘する。  
さらなる例証が、趙紫陽時期、とくに 13 回党大会で提起された権力と社会組織間の「協
議対話制度」である。とりわけ「工会改革の基本構想」（1988 年 9 月）は党から自立した
「社会政治団体」としての再生をめざす点で画期的だった、と指摘される。  
 本研究の【第三の論点】は、中国で試みられた協商政治は社会コーポラティズムへの
可能性をもってはいても、基本的には党・国家・軍が三位一体で構成する政治体制を補完
する、いわば「中国型協商政治」であり続けている、という点である。「中国型」たる所以
は、他の社会主義国とは異なり、非共産党の政治組織やサブアクターと協議の制度を維持
し、社会的アクターたる労働組合などが緩衝器として中央の政策課題に応じてさまざまな
機能的役割を果たしてきたことにある。  
【第四の論点】が本研究でもっとも刺激的である。申請者は、コーポラティズムを全体
主義的なもの、民主主義なものの二種に分け、中国の協商政治を、両者の中間にあり、「家
産制と近代官僚主義とを統合した新伝統主義や道徳的温情主義」が濃厚な「東アジア型コ
ーポラティズム」として性格づけるのである。だがこの点の解明と論証は完璧とは言えず、
むしろ問題提起とみなすべきだろう。  
【第五の論点】は、中国のトータルな政治社会構造についての「発見」である。つまり、
中国の政治社会構造は、①中核の党・政府・軍の国家レベルのアクターのトリアーデ、②
中核を取り囲む企業・労働組合など社会的アクターからなる政治協商体制、③そして制度
化されていない社会、という三重の円、三層構造を形成している、とのユニークな指摘で
ある。  
 以上第 5 章および終章では、現代中国政治分析に比較政治を取り入れた斬新な切り口、
新たな視座を提供している。 
 
⒊ 論文の特徴と評価 
（1）  本研究は現代中国 50 年の労働組合について、日本で初めての本格的な実証研究で
ある。申請者は、マクロレベルでは中国政治体制における労働組合の位置を解明し、ミク
ロレベルでは、企業管理活動における労働組合の位置や役割を第一次資料にもとづき克明
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に分析した。日本で初めて紹介される膨大な中国語文献を利用した、まさに労作である。  
 
（2）とくに 1980 年代の改革期、企業制度や労働制度にかかわる政策（たとえば企業法、
企業破産法など）について労働組合が「連席会議」や「合同文書」などの形式で政策決定
に参与している状況が初めて実証的に解明された点は、事実発掘として大変興味深いし、
この分野の研究に貢献した。  
また本論文は、ミクロレベルでの労働組合の位置の変化を解明するために国営企業にお
ける企業管理について詳細な 15 のケース・スタディを行なっているが、中国における「企
業」と労働組合、労働者代表大会の実相を初めて描き出すことができた。  
 
（3）本研究の理論的な面での第一の貢献は、1950 年代から半世紀にわたる中国政治につ
いて、党・国家・軍の国家アクターからなる「政治体制」論を踏まえながら、国家的なサ
ブアクターである協商政治制度と、社会的サブアクターたる大衆団体（工会）を含めて、
トータルな「政治社会構造」として分析し、その中国的特質に迫ったことにある。  
【終章】の【第四の論点】で紹介した「三層構造論」、とくに第二層へのアプローチは、
中国政治研究に新鮮な視点を提供している。これまでの研究が第一層の解明に重点がおか
れ、また第一層と第二層を連結して「政治社会構造」として捉える視点がなかったためで
ある。こうしたアプローチは国内外においておそらく初めての試みであり、高く評価され
てよい。  
 
（4）理論面での第二の貢献は、移行期の政治分析にその有用性が共感されている、比較
政治研究のフレームであるシュミッターのコーポラティズム論を現代中国の「トータルな
政治社会構造分析」に援用したその果敢な挑戦である。中国の労働をめぐる国家と社会も、
労働組合が協議相手としての独占的代表権を与えられ、一種のコーポラティズムを形成し
ている、との観点がその基礎にある。現代中国が社会コーポラティズムの兆しをときに見
せながら、基本的には国家コーポラティズムから抜け出せない、という検証結果も説得的
である。またこうした作業によって、中国の政治体制、労働組合の政治的役割について他
国との比較を可能にした意味も大きい。  
 
（5）現代中国政治研究に対する本研究最大の貢献とみなせるのは、とくにレジームを維
持・補強する上で重要な役割を果たしてきただろう労働組合を社会的サブアクターとして
はっきり捉え、それに正面から照準を合わせて、その政治的社会的機能を 50 年にわたっ
て丹念に解明した点である。政治アクターとして労働組合に正面から迫った研究は日本で
はこれまで皆無だったと言ってよい。  
 一般に公式文書がほとんど出ない、政治的透明度がきわめて低い中国でも労働組合分析
のための文献資料はもっとも収集が困難な分野である。にもかかわらず、この分野の中国
語文献、資料を最大限渉猟し、きわめて丹念に解析した努力は高く評価されてよいだろう。
申請者の現在の社会的立場（ＩＬＯ北京事務所のプログラム・オフィサー）を最大限有効
に利用しているし、ＩＬＯ工作を通じて得た中国における申請者への信頼感が最大限活か
されている。  
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  とくに、1950 年代初頭の労働組合をめぐる李立三批判、58 年の頼若愚批判などの労働
組合論争はこれまで全く注目されていなかったし、労働競争についての詳細な分析も初め
てである。こうした地味で着実な努力は高く評価されるべきだろう。  
 
（6）以上のように本研究は、現代中国政治研究に新しい領域を切り開き、新しい視点を
提示し、新しい事実を発掘したことで学界に多大の貢献をすることになった。だが今後に
残された課題も多い。  
  第一に、本論文は労働組合のもつ政治的機能をおもにその言説から辿り、内在的理解
においては大変優れているが、システムを維持し補強する面で重要なサブアクターたる労
働組合を分析するには、党との関係、人事、政策や文書作成への参与、労働組合の成員分
析などを実態的に解明する必要がある。文献の充実を待って今後この作業が深められるこ
とを期待したい。  
  第二に、コーポラティズム論の援用と中国の実態の整合的説明には必ずしも成功してい
るとは言えない。「中国型協商政治」と西側の経験から導かれたコーポラティズム論とが十
分な検討なく結びつけられた感があり、その点は、「東アジア型コーポラティズム」論とと
もに、今後、実態面でも理論面でも深められる必要がある。  
その他、労働組合組織とその言説についてはきわめて詳細に検討されているが、そこに
いる「生きた人々」が見えないなどの難点もある。  
しかし、申請者の能力と強い研究意欲からして、以上のような問題や難点は今後の研究
において必ずや克服されると期待できる。  
 
⒋ 結論 
 
   以上本研究は、現代中国政治で重要なサブアクターたる労働組合についての日本初の本
格的研究であり、自らが発掘した膨大な新文献を活用して中国労働組合論として丹念にま
とめ上げた労作である。実態的解明より、その内在的理解においてとくに優れているが、
中国政治での労働組合の役割・機能に関する新事実もたくさん見受けられる。また、コー
ポラティズム論を果敢に中国労働組合分析に援用し、中国政治研究を比較研究の土俵に上
げることを試みた野心作でもある。  
   以上のような理由から、本研究は、政治学研究科の博士論文として十分なレベルに達し
ており、博士（政治学）の学位を授与するに値するものと認められる。  
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